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政策企画課関係

ふるさと寄附金につ

いて、増額となってい

るが原因はとの質問

に、全国的なブームに

乗ったものと考えられ

るとの答弁。

定住対策問題は、大

きな課題であり、成果

や方向性をどのように

捉えているのかとの質

問に、定住促進協議会

のお試し暮らし体験等

を経て平成2 5年度中

に移住されたのは２

人、移住希望者に対し

て、定住促進協議会の

窓口ではどなたでもい

らっしゃいとの説明で

はなく、島の状況や一

定の収入がないと生活

できないことを説明

し、地に足をつけて生

活できる方に地域に溶

け込んで生活していた

だこうと考えていると

の答弁。

いろいろな施策を展

開しているが、各施策

を連携させた総合的な

施策を展開しないと効

果が出てこない。また、

町の財政的な状況と国

が地方創生の担当大臣

を任命していることな

どを考えると、今が定

住対策に向けた総合的

な施策を展開する時期

であり、町内外に定住

施策を発信することが

大切であるとの意見が

あった。

総務課関係

周防大島高校の寮費

補助は、野球部の生徒

に限るのか、サテライ

ン授業の受講生の人数

はとの質問に、寮費で

あり寮に入っている生

徒全員が対象である。

サテライン授業等につ

いては、冬季学習1 2

名、春季学習が４名と

の答弁。

橘総合支所の設計に

ついて、プレハブを採

用した根拠は何かとの

質問に、工期短縮、経

費節減のためとの答

弁。

税務課関係

町民税不納欠損額の

調定額に対する割合

は、どの程度かとの質

問に、1 2 . 1 6％である

との答弁。

入湯税が対前年でマ

イナス4 9 2 , 9 0 0円、

3 , 3 0 0人程度減となっ

ているが、２つのホテ

ルの状況はどうかとの

質問に、双方とも同じ

ように入湯人数が減少

しているとの答弁。

教育委員会の総務課関係

学校給食費の未納者

数はとの質問に、３人

との答弁。

学校教育課関係

中学校の統廃合につ

いて、中学校の生徒数

が3 0 0人以下になった

ら再度、統廃合を検討

するとの結論があった

と思うが現在の検討状

況はとの質問に、平成

2 1年４月に８校から

４校に統廃合した際

に、平成2 9年に中学

校を１校に統合するこ

とを目指すとの結論が

出ている。現在、教育

委員会内部で今後の生

徒数の動向を勘案し検

討を重ねている。教育

委員会としては、今ま

での経緯を踏まえて、

今年度中に考え方をま

とめて、その後、保護

者にアンケートを行う

とか議会に対して経緯

の説明をするなどのこ

とを考えているとの答

弁。

社会教育課関係

合併して1 0年、各

施設の統廃合により更

に充実できるのではな

いか。例えば、ハワイ

移民資料館の場所が今

の場所で良いと考えて

いるのか、長浦が瀬戸

内のハワイということ

で年間７～８万人の方

が訪れるので、その周

辺にあると入場者が増

えると同時に、資料も

生かされるのではない

かとの質問に、立地条

件によっては入館者が

増加することも考えら

れるが、今後議論が必

要であるとの答弁。

務文教常任委員会報告総 委員長　田 中 隆 太 郎

付託された議案は、全件とも認定すべきものと決

定。委員よりの質疑に対し、答弁のうち、主なもの

について報告する。
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